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2．モデルの特徴 1.背景と目的 

わが国では，中央・地方政府の慢性的な財政悪化から公

共事業の効率化が求められている．一方で地域間交易を通

じた地域間での経済的繋がりはますます強くなってきて

いる．以前から，国土計画的な意味において，地方公共事

業における国と地方の費用配分問題は大きな課題の 1 つ
となっている．そこでの議論は，地方公共事業によりもた

らされる費用と便益の違いを国土計画的な意味での公平

性と社会的効率性の観点から計画することとして解釈さ

れるであろう．しかしながら，正確な意思決定を行うため

には，費用構造の明確化のみならず，地方公共事業により

もたらされる便益の地域間帰着構造をより正確に把握す

る必要がある． 

本研究では，社会資本整備による間接スピルオーバー効

果を計測するモデルとして小池・上田・秋吉 1)を用いた．

想定するの社会経済については以下の仮定をおく．  

①I 個に分割された国土空間を考える． 
②各地域には、アクティビティベースの 個の企業と代表

的家計が存在する． 
J

③政府が行う社会資本整備は社会資本ストックとなり，当

該地域の企業の生産効率性を直接的に向上させる． 
④生産財市場は地域に開放されているのに対して、生産要

素市場は地域内で閉じている． 
⑤各財はArmington仮定を前提としている．2) 
⑥社会経済は長期均衡状態にある． 

 地方公共事業の効果は，直接的には当該地域の世帯の効

用あるいは企業の効率性をあげるものとして解釈が可能

であろう．このうち，企業の効率性の向上は，当該地域の

経済活動のみならず，地域間交易を通じて，広く他地域に

も影響を及ぼす．その効果を間接的なスピルオーバー効果

として定量的に計測し，比較することが本研究の目的であ

る．具体的には，社会資本整備による影響を考慮可能な空

間的応用一般均衡（SCGE）モデルを用いて，わが国の
47 都道府県ごとに社会資本整備を行ったとき場合の帰着
便益を定量的に計測し，その結果から地域公共事業による

便益の空間的構造について分析する． 

（１）企業の行動モデル 

地域iに立地し 財を生産する企業は，自地域と他地域
で生産された中間投入財，（民間）資本，労働，社会資本

により生産される付加価値をネスティドCES型の生産構
造技術で定式化する．第1段階において，企業の生産関数
は以下のようなレオンチェフ型の生産関数で定式化でき

る． 
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なお，分析にあたって，各都道府県の全要素生産性が社

会資本ストックの関数と仮定して計測を行う．ここで，社

会資本ストックがどの程度生産性に寄与しているかを①

全国で同じ②全国９地域ごとに同じ③47 都道府県ごとの
３つのケースを想定して分析を行った． 

ただし，Q ：地域 産業 の生産量，VA ：地域 産業 の

付加価値， ：地域iの産業 から産業 への中間投入

合成財， ：地域iの産業 から産業 への投入係数，

：地域i産業 の付加価値比率 
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第2段階における付加価値は，労働と資本について規模
に関して収穫一定であるコブ・ダグラス型であると仮定す

る．ここで，社会資本ストックの整備水準は企業の全要素

生産性（あるいは，生産効率性）に直接的に影響するもの

と仮定し，式(3)のように定式化する．これらの定式化よ
り生産要素需要関数が導出される． 

 
*キーワーズ：地域間スピルオーバー効果，SCGEモデル 
**正員，工博，鳥取大学工学部社会開発システム工学科 
（鳥取市湖山町南4-101，e-mail：koike@sse.tottori-u.ac.jp） 

***学生員，鳥取大学大学院工学研究科 博士前期課程 
 

  



  (2) ( ) 1..

min
21 ==

+
i
j

i
j i

j
i
j

ii
j

i
j

i
j

ii
j

i

klgVAts

krlw
αα

η

  (3) ( ) i
jii

j
ii

j gg 3α
µη = ρ

ただし，V ：地域iの間接効用関数，q ：地域i産業 の
合成財消費量，

i i
j j

iL：地域 の労働供給量， ii K ：地域iの資
本供給量， ：地域iでの産業 からの分配パラメータ，

1：財選択の代替弾力性，p ：地域 での産業

i
jγ j

i
j i jの合成消

費財価格 
  

ただし， ：地域iの労働賃金率，iw ir ：地域iの資本レン

ト，l ：地域 産業 の労働投入量， ：地域i産業i
j i j i

jk jの

資本投入量，g ：地域iの社会資本ストック量，η ：地域

産業 の効率パラメータ， ：地域i産業 の労働の分
配パラメータ， ：地域 産業 の資本の分配パラメー

タ（ ）， j：地域 産業 の生産技術の効率パ

ラメータ， ：地域i産業
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α jの生産技術パラメータ． 

第2段階では，自地域生産財と他地域生産財の代替関係
をCES型で定式化する．その最適化行動は以下のように
なり，これにより各地域毎の生産財需要関数が導出される． 
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 ただし，V ：地域i産業i
j' jの間接効用関数， ：合成財

消費量， ：地域i から地域iへの産業 の分配パラメー

タ， ：地域選択の代替弾力性 

ii
jq '

ii
j
'γ ' j

2ρ

第 2段階における中間投入合成財に関しては，CES型
で定式化し，費用最小化行動として以下のように定式化す

る．これにより各地域毎の中間投入需要が導出される．  
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（3）市場均衡条件 

 本モデルでは，企業の生産に対して規模に関して収穫一

定と仮定しているため，企業は常に需要に応じた生産を行

う．そのため，生産財市場における市場均衡条件は以下の

ように常に成立し，財価格は単位生産量あたりの費用とし

て決定される． 

ただし，P ：地域i産業 の生産財価格， ：地域i か

ら地域i，産業 から産業 への中間投入財， ：地域i

の産業 から産業 への効率パラメータ， ：地域 か

ら地域i，産業 から産業
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域洗濯の代替弾力性 
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 また，全ての生産要素市場は地域内で閉じているため，

地域iでの生産要素市場での均衡式は以下のようになる．   
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企業の生産関数については規模に関して収穫一定を仮

定しているため企業の超過利潤はゼロとなり，かつ生産財

価格は単位生産量あたりの生産費用（平均費用）に等しく

なり，以下のように求めることが出来る． 
 i

Jj
i

i
j

i
ji

j K
r
Qa

=∑
∈

0
2α   (9.b) 

 
  

( )

( )
σσσδφ

−









+

+=

∑∑
∈′

−′
′

′
′

−
′

∈′
′

1
1

11

0

Ii

i
j

ii
jj

i
jj

Jj

i
jj

i
j

ii
j

ii
j

i
j

Pa

ckrclwaP
 (5) 3．社会資本による生産効率性への影響 

本モデルでは，社会資本ストック量が企業の全生産要素

生産性へ影響することを想定している．そのため，各都道

府県，財の地域間交易を通じた各地域への社会資本スピル

オーバー効果の把握を可能としている．しかし，各地域の

生産技術特性をどの程度考慮するかで生産効率性の推計

結果は異なり，これはシミュレーション結果にも反映され

ると考えられる．本研究では，社会資本の生産技術への影

響について3つのケースを想定し，付加価値部門と社会資
本ストックのプーリングデータ 2) 3)を用いて各ケースにつ

いて生産技術パラメータを推計した．各ケースの想定と生

産技術パラメータの推定結果は以下のとおりである．なお，

パラメータの推定結果がマイナスあるいは実測値との相

関係数が極端に低い場合には，社会資本整備ストックが生

 
（2）家計の行動モデル 

各地域には代表的家計が存在し，自地域と他地域の財を

消費するネスティドCES型の効用関数構造をもつと仮定
する．第1段階は，所得制約条件下での効用最大化行動と
して以下のように定式化する．これにより，合成消費財の

需要関数が導出される． 
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産効率性に影響したいと考え，パラメータの値をゼロとし

てシミュレーションをおこなった． 
表-1 生産関数(生産技術)の想定 

  社会資本の生産技術への影響 

Case1 47都道府県全てに同じように影響する 

Case2 ブロックで異なる(47都道府県を9ブロックに統合) 

Case3 都道府県で異なる 

 
表-2 パラメータ推計結果 

0.0811 0.0306 0.1605 0.0706 -0.0411 -0.0197 0.5078 0.1324 沖縄

-0.2393 0.1994 -0.1240 0.0081 0.2154 0.1655 -0.0219 0.0880 鹿児島

0.0048 0.1194 -0.2502 -0.2111 -0.0001 0.0634 -0.0120 0.2292 宮崎

0.0292 0.3502 -0.1043 -0.1322 -0.1381 -0.0690 0.1293 -0.0009 大分

0.1095 0.6236 -0.0597 -0.0144 0.0531 -0.1255 0.2029 0.1617 熊本

-0.0996 0.3902 -0.1626 0.0717 -0.1464 -0.0318 0.1093 0.0573 長崎

-0.2788 0.1960 -0.0544 -0.9605 -0.1325 -0.0038 0.0730 0.3737 佐賀

0.1309 -0.0463 -0.1768 -0.1113 -0.0443 -0.3410 0.0604 0.0624 福岡

-0.2570 0.2988 0.1760 -0.0430 0.0392 0.1121 0.0950 0.1673 高知

-0.0622 0.2908 0.0222 -0.0201 -0.0085 0.0486 0.1392 0.1518 愛媛

0.0119 0.1029 -0.0506 0.0905 0.1496 -1.0220 0.1171 0.4048 香川

-0.0891 0.2545 -0.2212 0.0525 0.0135 0.0576 0.0721 0.1102 徳島

-0.0873 0.2705 -0.1603 -0.2730 0.0529 0.0406 0.0007 0.1654 山口

-0.2031 0.4613 -0.1174 0.1661 0.0906 -0.0305 -0.0019 0.1644 広島

-0.0406 0.3691 -0.0740 -0.0861 0.1389 0.1026 0.0987 0.3092 岡山

0.2648 0.1667 -0.2424 -0.0557 -0.1946 -0.0169 -0.0374 0.1488 島根

-0.1444 0.8387 -0.3137 -0.0519 0.2205 0.0238 0.0032 0.0973 鳥取

-0.2812 0.3875 -0.1519 -0.6674 0.1011 -0.0950 0.1423 -0.0581 和歌山

0.0988 0.2005 -0.3684 0.0059 0.0127 0.1720 0.0606 0.3360 奈良

-0.4789 0.0029 -0.1852 0.0391 -0.0770 0.0151 0.0301 0.1362 兵庫

0.0850 -0.2111 0.0003 0.1007 -0.0902 -0.6131 -0.3461 0.4219 大阪

0.3910 0.4389 -0.0895 -0.3012 0.1463 -0.0073 -0.0756 0.1363 京都

0.1203 0.1576 -0.2095 -0.0108 -0.0911 0.1125 0.0153 0.4032 滋賀

0.1090 0.1004 -0.0068 -0.0183 -0.0074 0.0295 -0.0621 0.2972 三重

-0.0235 0.1354 -0.1369 -0.4442 0.0953 -0.2896 -0.0118 0.2343 愛知

-0.2160 0.1707 -0.1036 0.0097 0.1084 -0.1663 -0.0762 0.0905 静岡

-0.0591 0.0750 -0.2067 0.0969 -0.0721 -0.1114 -0.0686 0.1681 岐阜

-0.0648 0.1174 -0.1041 -0.2061 0.1348 0.0668 0.0474 0.1118 長野

0.0249 0.3328 -0.2149 0.1719 0.0206 0.0677 0.1197 0.2514 山梨

-0.0062 0.8515 -0.2550 -0.0144 0.0770 0.1642 0.0142 0.2492 福井

-0.0713 0.5029 -0.1849 -0.2054 -0.3125 -0.2425 0.1202 -0.2187 石川

-0.0264 0.2021 -0.2601 0.0600 0.1710 0.0053 0.0406 0.4148 富山

-0.0294 0.2845 -0.1739 -0.1307 0.0735 -0.0686 0.0595 0.1384 新潟

0.0570 0.1700 -0.1018 -0.2530 0.0222 -0.4972 -0.0430 0.0162 神奈川

-0.0824 0.1372 -0.0490 -0.1350 0.0656 -0.5396 -0.1256 -2.1380 東京

0.0112 0.1493 -0.1075 0.1498 0.3175 -0.0272 0.0491 0.2353 千葉

0.1328 0.1468 -0.1416 0.0696 -0.1712 -1.0526 -0.1033 0.1476 埼玉

-0.2873 0.2109 -0.1986 -0.3557 0.0281 0.0034 -0.0601 0.0949 群馬

-0.2181 -0.1433 -0.3943 -0.0890 -0.0344 -0.0011 -0.0791 0.4349 栃木

-0.2447 0.1616 -0.1557 -0.0785 -0.0093 -0.0122 0.1201 0.2337 茨城

-0.0807 0.1680 -0.0692 -0.5051 0.0861 0.0212 0.0444 0.2200 福島

0.0305 0.0065 -0.1289 -0.1308 -0.0326 0.0980 0.0142 0.2005 山形

-0.0380 0.4713 -0.0860 0.0548 -0.0381 0.0640 0.0004 0.0375 秋田

-0.0937 0.4415 -0.1364 -0.0118 -0.0605 -0.1208 0.0531 0.0306 宮城

0.0429 0.3781 -0.3003 -0.2850 -0.0385 0.1096 0.1018 0.1542 岩手

-0.8334 0.0338 -0.1177 -0.8775 -0.0704 -0.0294 0.1858 0.1259 青森

0.0128 0.3401 -0.1200 -0.0671 0.0494 0.1736 0.1856 0.1114 北海道

サ－ビス運輸・通信金・保・不商業電・ガ・水建設製造農林水産

Case3

0.0462 0.0265 0.1217 0.0422 -0.0427 0.0201 0.3679 0.0892 沖縄

-0.0028 0.1657 -0.1450 -0.0283 -0.0412 -0.0623 0.0550 0.0845 九州

-0.0963 0.2546 0.0122 0.0684 0.0325 0.0290 0.0874 0.1836 四国

-0.1438 0.3746 -0.1255 0.0313 0.0784 0.0563 0.0216 0.1379 中国

0.0165 0.0743 -0.0757 0.0641 -0.0347 0.0181 -0.0255 0.1516 近畿

-0.0265 0.1866 -0.1548 -0.1894 0.0457 -0.0657 -0.0260 0.2323 中部

-0.0479 0.1551 -0.0900 -0.0797 0.0643 -0.2564 -0.0451 0.1413 関東

-0.1382 0.2363 -0.1258 0.0578 0.0348 0.0369 0.0559 0.1180 東北

0.0133 0.3655 -0.1155 -0.0439 0.0306 0.2012 0.1905 0.1220 北海道

サ－ビス運輸・通信金・保・不商業電・ガ・水建設製造農林水産

Case2

-0.0434 0.1788 -0.0988 -0.0365 0.0376 -0.1366 -0.0085 0.1553 全国計

サ－ビス運輸・通信金・保・不商業電・ガ・水建設製造農林水産

Case1

0.0811 0.0306 0.1605 0.0706 -0.0411 -0.0197 0.5078 0.1324 沖縄

-0.2393 0.1994 -0.1240 0.0081 0.2154 0.1655 -0.0219 0.0880 鹿児島

0.0048 0.1194 -0.2502 -0.2111 -0.0001 0.0634 -0.0120 0.2292 宮崎

0.0292 0.3502 -0.1043 -0.1322 -0.1381 -0.0690 0.1293 -0.0009 大分

0.1095 0.6236 -0.0597 -0.0144 0.0531 -0.1255 0.2029 0.1617 熊本

-0.0996 0.3902 -0.1626 0.0717 -0.1464 -0.0318 0.1093 0.0573 長崎

-0.2788 0.1960 -0.0544 -0.9605 -0.1325 -0.0038 0.0730 0.3737 佐賀

0.1309 -0.0463 -0.1768 -0.1113 -0.0443 -0.3410 0.0604 0.0624 福岡

-0.2570 0.2988 0.1760 -0.0430 0.0392 0.1121 0.0950 0.1673 高知

-0.0622 0.2908 0.0222 -0.0201 -0.0085 0.0486 0.1392 0.1518 愛媛

0.0119 0.1029 -0.0506 0.0905 0.1496 -1.0220 0.1171 0.4048 香川

-0.0891 0.2545 -0.2212 0.0525 0.0135 0.0576 0.0721 0.1102 徳島
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4．実証分析と考察 
実証分析として，社会資本ストックが増加した場合の空

間的波及効果を計測した．データセットは1995年度の47
都道府県8産業の地域間産業連関表 4)を用いた．政策シナ

リオとして，社会資本ストックが基準年から 10%増加さ
せるとし，シミュレーションを47都道府県についておこ
なった．また，一連のシミュレーションを上述の3つの生
産関数について計算した． 
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図-2 政策を実施した場合の総便益額 

 
 図-2は，各都道府県に政策を実施した場合の総便益を全
てのケースについて示している．Case3での政策による総
便益額が他のケースに比べ実施地域によって大きく異な

っており，政策を実施した際の便益には産業特性の仮定が

大きく影響しているといえる． 
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  図-3 政策による便益の帰着状況（Case3） 

 
図-3 は，Case3 において，政策を実施した場合の各都
道府県便益の帰着構造を示している．図より，政策を実施

する都道府県によって便益の帰着構造が大きく異なるこ

とがわかる．自地域への影響比率については，都市圏の場
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合には自地域への便益の帰着の割合は地方圏に比べて小

さいといえる．また，便益のスピルオーバーをみると，そ

の構造は地方で特徴があることがわかる．東日本に政策を

実施した場合，関東地方へのスピルオーバーの割合が高い．

中部・近畿地方の場合には，都市圏に加えて地方圏への帰

着便益の割合も比較的大きく全国へと便益は波及する．九

州・沖縄地方については自地域への帰着便益の割合が比較

的大きいことに加えて，九州・沖縄地方への便益のスピル

オーバーの割合が非常に大きい．また，政策による便益の

帰着構造についてはケースによる違いはほとんどみられ

なかった．このような便益の帰着構造の違いは財の地域間

交易に起因する．そこで，Case1での広島への政策を例に
産業構造についてみていく． 

図-6 賃金率・資本レントの変化（％） 
 
賃金率と資本レントの変化をみる（図-6）．政策実施地
域では，社会資本整備により生産効率が上昇し，財1単位
あたりの生産に必要な生産要素の量が減少するため生産

要素価格は上昇する．地域によっては生産要素価格が減少

するところもあるが，政策による便益は全都道府県でプラ

スの結果となった．そのため，潜在所得の低下以上に財価

格が低下していると考えられる．  
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5．まとめ 
本研究では，社会資本整備の間接スピルオーバー効果を

計測することのできる空間的応用一般均衡モデルを用い

て，各都道府県の社会資本ストックが増加した場合の便益

の帰着構造を定量的に把握することができた．また，社会

資本の生産活動への影響の想定を変化させることで地域

ごとの便益の大きさが変化することを確かめた．社会的効

率性の観点からは，政府が社会資本のような公共財を供給

する際には，各地域住民がそれぞれの便益に応じた費用を

支払うのが望ましい．加えて，政策による各地域のスピル

オーバーの帰着構造から地域間の産業構造を知ることは，

社会資本整備の地域配分を考える際の重要な要素となる．

また，地方公共政策や国土計画の短期的・長期的な評価の

際には，目的に応じた産業特性の考慮によってより詳細な

把握が可能となる． 

図-4 生産財価格変化（％） 
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 図-5 生産量変化（金額） 
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